平成大合併の帰結と合併特例措置の「実質的」延長 by 町田 俊彦






に入ってくる自治体は、2010 年度及び 2011 年度には各々各１市町村、2012 年度２市町村、2013
年度４市町村であったが、2014 年度には 24 市町村、2015 年度には 215 市町村と急増し、2016






次いで 2013 年 10 月には、241 の合併市により国の「合併算定替終了に伴う財政対策連絡協議
会」が設立された。 














 平成大合併の皮切りとなったのは 1999 年度の合併特例法の改正（以下、旧合併特例法と呼ぶ）
であった。同法の適用期限切れ近くの「駆け込み」申請により 2004 年度下期から 2005 年度に
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かけて合併件数は急増した。市町村数は、2000 年４月の 3,229 から 2004 年４月の 3,100 に減少
した後、2005 年４月 2,395、2006 年４月 1,820 と急減した。2005 年４月には新合併特例法が施
行されたが、市町村合併は鈍化し、2010 年 10 月に 1,727、2015 年 10 月には 1,718 となった。
市町村数は 2004 年４月から 2017 年 10 月までにほぼ半減したことになる。減少が著しいのは町
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3 合併特例措置については、町田［2006Ⅱ］、27～32 頁を参照のこと。 
－ 44 － 





























行政体制、地域政治、財政の側面について総合研究を行い、2013 年に都市調査報告 16 として
刊行した。財政面の影響は、「規模の経済」の検証と住民負担の変化を検討している。「規模の
経済」については、2009 年３月時点での合併状況を基準として、1,800 の市区町村を合併自治
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ると、篠山市は 22.5％で全国 784 都市の中で第５位、さぬき市は 20.8％で第 20 位の高さを示
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規模は小さいとされ、町村合併促進法（1953）に基づき、いわゆる「昭和の大合併」が行われ




 1969 年 広域市町村圏の設定（新全総に盛り込まれる） 
 1973 年 市町村連合法案の再提出（複合的事務組合創設） 
 1977 年 大都市地域広域行政圏の設定 
 1979 年 新広域市町村圏計画（共同処理からソフト事業へ） 
 1994 年 広域連合制度創設 











たと判断された。広域行政圏・ふるさと市町村圏は 2009 年３月末をもって廃止され、40 年に
及ぶ広域行政圏施策に終止符が打たれた11。広域連合については、民主党政権下の野田内閣で
は 2012 年 11 月に、２以上の都道府県で構成する「特定広域連合」に国の出先機関をまるごと
移管する法案が閣議決定されたが、2012 年 12 月の政権交代後は頓挫した。結局、広域連合は
これまで通り、主に一部事務組合でも担当できる事務を担ってゆくことになった。 
 2013 年３月末で全国的な合併推進運動は一区切りとされた。2014 年１月にまとめられた「基
礎自治体における行政サービス提供に関する研究会報告書」では、市町村が「フルセットの行
政」から脱却し、市町村間や市町村・都道府県間における新たな広域連携を推進することが必
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 平成大合併（1999 年４月～2010 年３月）により、長野県内市町村は 120 から 77 へと再編さ
れた。県内市町村のうち合併を選択した自治体の比率は地方圏では低い方で、県の「自律」支
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都長野市から 25 ㎞に位置する。国勢調査人口は、1990 年 4,133 人、1995 年 3,888 人、2000 年
3,620 人、2005 年 3,371 人、2010 年 3,041 年と減少している。2013 年 10 月１日現在の住民基本
台帳人口は 3,000 人を割って 2,942 人である。 
小川村が合併ではなく、非合併＝自立の途を選択した経緯は４期に区分される17。 
 第１期は 2002 年 11 月～2003 年３月で、市町村合併問題研究会を立ち上げるとともに、合併
の是非について住民アンケート調査が行われた時期である。2002 年 11 月、小川村は村長の委
嘱により、議員、区長、各団体の代表者らが合併について論議する市町村合併問題研究会を立
ち上げた。同月、小川村、大岡村とともに西山地域を構成する信州新町と中条村も同様の委員
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2004 年８月 12 日、信州新町・小川村・中条村の住民投票前最終会となる第 10 回合併協議会
が開かれ、新町名を信州西山町とし、合併の期日を 2005 年７月１日とすることなどが決定され
た。 
2004 年 10 月、３町村では合併の賛否、合併の相手先などを問う住民投票が実施された。小
川村では、信州新町、中条村との合併に「賛成」「反対」の二者択一で、投票率は 78.8％であっ
たが、反対が 60.4％で賛成の 37.7％を大幅に上回り、３町村合併は否決された。 
 信州新町と中条村の投票結果は小川村とは異なった。信州新町では、投票総数 3,911 票〈投
票率 75.71％〉のうち「合併せず自立」は 775 票で 19.3％にすぎず、中条村では投票総数 1,980
票のうち「合併せず自立」は 64 票（3.2％）とさらに少数派であった。信州新町では、３町村
合併は 2,030 票（51.9％）で過半数を獲得したが、「長野市と合併」が 1,107 票で 28.3％と高い





2004 年 11 月１日、中条村長は中条村と小川村で「３町村合併」以外の選択肢が多数を占め
た以上、３町村法定協議会は解散せざるをえないとし、小川村長も法定協議会存続は難しいと
の認識を示した。３者３様の住民投票結果となり、３町村合併は挫折した。11 月８日に３町村
村の首長会議における確認を経て、11 月 26 日に第 11 回信州新町・小川町・中条村合併協議会
（最終）で３町村合併を行わないことが決定され、12 月 20 月に解散した。 
 第４期は３町村法定協議会解散以降 2008 年６月までで、小川町の非合併＝自立が確定した時
期である。2006 年３月に新村長に選出された井出玄明村長は、行財政改革を推進するとして 12






 2008 年６月 15 日、小川村では長野市との編入合併の賛否を問う住民投票が実施された。投
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